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企業の環境投資行動：評判効果を軸として

柳沼 寿

し，企業の競争力を低下させるのみならず，企業

の存続や維持にマイナスの効果をもたらす，とい

う「伝統的｣ｕな議論であり，もう一つは，規制

が環境負荷の少ない新しい技術や製品を生み出し

企業や産業の競争力を高める積極的な力となる，

という「修正論者（revisionist)｣')の議論である。

確かに，環境投資は企業にとって負担の増加を

招くのは事実であろう。企業活動に伴う排出物等

による環境汚染のような負の外部`性がある時，こ

れを事前的ないし事後的に排除するための費用負

担は企業にとって単なる費用の増加とみなされ得

る。費用を掛けて汚染を排除して環境の改善を実

現しても`恩恵は社会全体として享受される。社会

を構成する一主体としての企業にとってもプラス

の効果をもたらさないわけではないが，それは社

会全体に対して生じたプラスに比べてごく一部に

過ぎず，直接的な収益という形で回収する事が困

難で，例え回収不可能でないにしても投下費用に

対しては少なすぎるのである。

環境汚染は企業にとって内部化されない社会的

費用を構成している。従来の公害のように比較的

発生者の特定化が容易な場合には，発生源たる企

業は相当程度汚染による社会的費用を考慮した上

で活動を展開していくであろう。地球環境の場合

には，個別主体がどの程度社会的費用として負担

すべきかを決めることがはるかに難しい。こうし

た状況では，企業はそれをいわば社会に対する責

任として主観的に内部化して汚染排除費用を負担

することになる。このような企業の行動は，積極

的に投資の収益を考慮しているのではないが故に

費用負担の重さのみが実感されることになる。伝

統的議論はこの点を強調している。

例えば，２１世紀企業経営研究会２１が実施した日

本企業に対するアンケート調査結果によると1995

年時点における環境問題への取り組み姿勢につい

はじめに

環境問題の解決にとって企業の果たす役割が非

常に大きいことは言うまでもない。しかしながら，

従来の議論は，企業の活動が社会的費用を負担し

ていない問題に焦点が当てられ，課税措置，排出

権取引，あるいは直接規制などの手段を通じてそ

れが如何に内部化可能か，またその影響がどのよ

うに現れるかロという点に比重がかけられていた。

しかしながら，最近における企業の環境問題へ

の取り組みを見ていると，環境規制への対応を超

えたものも見受けられる｡また，ＩＳＯ14000シリー

ズに見られるような国際的な企業の環境活動に関

する規格が設定され，この取得に多くの企業が積

極的な意欲を示している。

本稿では，このような企業の環境問題への取り

組みを，社会的費用負担の適正化という観点に

加えて，それが企業にとって「評判」という「資

産」価値を持つばかりでなく新たな技術の取得に

つながるという視点から説明しようとしている。

本稿の構成は，前半で企業の環境問題への取り

組みの実例から，それが企業自身にとって利潤機

会として受け止められている部分があることを

示す。後半ではそれを踏まえて評判効果を織込ん

だ理論モデルを構築し，企業の自主的な最適化行

動によってどのような均衡が生じるかを検討して

いる。

１．企業と環境規制

（１）費用としての環境規制への対応

環境規制の企業活動に対する影響については従

来より二つの見解がある。一つは，規制への対応

が企業活動のコストを高め，生産性の上昇を阻害
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3０企業の環境投資行動：評判効果を軸として

て，「社会的責任として実施する」と解答した企

業が32％ある。さらに「どちらかといえばビジネ

スの機会というよりは社会的責任として実施する」

と回答した企業が50％あり，合わせて82％の企業

が環境問題を社会的責任として受け止めている。

5年後の姿勢についての質問結果でも両者合わせ

て75％の企業がそのように受け止めている。

のScientificAmericanの中で，オゾン破壊物質

であるＣＦＣの使用禁止がＤｕＰｏｎｔを代替物質の

開発に導き新たな市場を確保した例をあげている。

アメリカのManagementlnstituteforEnviron‐

mentandBusinessの報告書では，大気浄化法．

のＶＯＣ排出規制に対応するＶＯＣ低含有塗料の

開発，スウェーデンにおける水質浄化のための

BOD規制に対応した紙生産工程のイノベーショ

ン，等の例があげられている（いずれもＡ,B

Jaffeet.aい'による)。

Ｍ・Janickeet・ａＬ５１にあるＨ､Weidnerの論文

(｢日本における煤煙発生施設からの二酸化硫黄と

二酸化窒素の排出削減｣）では日本の排煙脱硫技

術・排煙脱硝装置の技術が世界で最も優れた水準

に達し，しかもそれらが日本の重要な輸出品となっ

た事が指摘されている。同書のKHolzingerの

論文（｢ＥＣ環境政策の驚異的な成功例-1989年

の小型車排気ガス指令｣）においては三元触媒設

置車の市場が消費者意識の高まりで急成長した事

が成功の要因であった事が述べられている。

これらの様々な具体例から明らかになってくる

ことは，環境問題に対する取り組みが，企業活動

という利潤を目的とする組織にとって単なる「社

会的責任」を果たす以上の意味，すなわち新たな

利潤機会につながる，という意味を持っているこ

とである。いいかえれば，環境投資は，全く果実

をもたらさない負担ではなく，積極的に新たな

利潤をもたらし得る投資として理解すべきなので

ある。

これまでの例は個別ケースの話であり，いわば

挿話の積み重ねに過ぎないかもしれない。環境

規制の企業活動に対する影響に関する包括的な評

価は余り多いとはいえないが，その中で，Ａ・B

Jaffeet・ａＬＭはアメリカの純輸出・貿易パター

ン・工場立地・総要素生産･性に対する規制の影響

に関する研究をサーベイし，規制がそれらに顕著

な（マイナスの）影響を与えたとする証拠は不十

分であると結論している。また，ＡＢＪａｆｆｅｅｔ．

aＬいでは，規制が企業に対して，汚染負荷が無

く，コストも安い生産方法を開発するインセンテイ

ヴを与える，というＭＥ､Porterの仮説を検証

し，部分的にそのような効果がある事を確認して

いる。

（２）環境問題への対応のもたらすもの

①「修正論者（revisionist)」的事例

企業は環境規制への対応や，環境汚染を排除す

るための負担によって単に社会的費用の一部を負

担する以上の意味を持たないのであろうか。

今や多くの企業が環境問題に配慮した製品の開

発に取り組んでいる。回収可能なビールビン，リ

サイクル素材を用いた再生複写機，リサイクル車

の開発，多様な省エネルギー製品の開発，などは

環境問題への自主的な対応から生じたものではな

いのだろうか。

また，今日では内外の多くの企業が「環境報告

書」や，有害物質利用や廃棄等に関する情報を公

表している。しかも，そこでの環境問題への取り

組みは，政府や地域自治体等の環境規制に対する

適応，という受け身的なものでなく，それらより

高い水準で企業が自ら環境問題に取り組んでいる

事を明らかにするものが多い。同じく前記21世紀

企業経営研究会2)の調査によれば，全体で17％の

企業が「法規制以上の自主規制を実施している」

と答えている。しかも，生産・製造過程での環境

対策が競先端にあるとしている企業についてみる

と法規制以上の自主規制を実施しているものは94

96の高率に達している。

何故，企業は必要以上の環境投資を実施するの

だろうか。それは単に「企業イメージを高める」

手段なのだろうか。「企業イメージを高める」と

は経済学的に何か意味を持っているのだろうか。

さらに「リサイクル費用は競争力の一部｣，「環境

保全の技術W１発で先行した企業だけが生き残れる｣，

という企業経営者の発言も聞かれるが'１，このよ

うな発言と「伝統的」な議論との大きなギャップ

は何を意味するのであろうか。

別の例をあげてみよう。ＭＥＰｏｒｔｅｒは1991年
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）②「修正論者」のメカニズム

上で取り上げた幾つかの事例は，環境問題への

取り組み，いいかえれば環境投資が，どのような

メカニズムを通じて企業の利潤機会拡大につなが

るか，そのメカニズムをも明らかにしてくれる。

簸もわかりやすいのは，環境問題への取り組み

から，新しい製品が生まれてくる，ということで

ある。ＣＦＣ代替物質，ＶＯＣ低含有塗料，排煙・

排脱装置Ⅲ三元触媒，紙生産工穫，各種省エネル

ギー製品，がその典型である。新製1h%と新製法と

の間にはいわれるほど明確な差はない。新工程が

同一産業内の他社に新製品として販売されること

は常態である。新製品の登場を経済学的に考える

と，それまで供給コストが高く，需要が顕在化で

きなかった状態が，新たな技術の導入等によって

供給コストが大幅に低下，潜在的に存在した辮要

を満たすことが出来るように変化したことと理解

できる。この事を敷延すれば，企業は環境投資を

行うことによって新しい。低コストの生産方法を

身につけることが出来る，ということになる。

次に指摘すべき点は需要側の要囚である。例え

環境投涜が新しい技術への移行を可能にし，生産

コストを低めたとしても，需要がなければ企業に

とっての利潤機会は潜在的なものにとどまる。上

記のほとんどの例がそれに対応するが,特にlllljlX

171能なビールビンや，三元触媒装置車，はユーザー

がそれを意識して使用しなければ普及し得ないも

のであった。つまり，消費者やユーザー側の環境

問題に対する意識の強さ，とそれに対する企業の

適合度，の問題である。「商品の選定は価格より

環境が基準｣，「消費者と投資家は環境を基準に製

品を買ったり投資先を決める」，との指摘があ

るi'oiiliilli者や投資家は，企業が環境問題にどれ

ほど積極的に取り組んでいるか，を見ている。企

業が環境負荷の少ない製品を市場に送り出すこと，

あるいは環境問題に積極的に取り組んでいる姿勢

を見せること，（よ顧客や投資家にとっては重要な

情報である。

このIi1i報に基づいて，人々は企業の環境に対す

る認識度，あるいは環境に対する意識，を評llliす

るのである。こうして定着した評価は，「評判」

であり，「名声」であり，「信用」となって人々を

当該企業の財・サービスの購入に積極的にさせる

のである。別の言い方をすれば顧客はそのような

財やサービスの購入に際してプレミアムをつけて

もよいと考えるのである。企業が環境投資を実施

するのは，このようなプレミアムを得られる「海

産」を築き上げるために行っているのである''１１．

企業が法律的には必要がないレベルで自ら環境問

題への対応を図るのは，「企業イメージをiHjめる」

ことを通じて「評判」あるいは「名声」という

｢資産」を形成するためと見ることが可能なので

ある。チバーガイギー社が，水銀を含む殺菌剤の

生産がスイスエ場においては問題がなかったにも

かかわらず，旧ソ連地域の工場では健康を害する

仕方で生産されていたため全量回収に踏み切った

とき，社会やメディアがこれを模範的行動として

認知しなかったことに失望した，とのＪ､Huber，

EProtzmann,Ｕ・Siegertの報告5'は正に「評判｣，

｢名声」という「資産」が企業にとっていかに亜

要であるかを逆説的に示している。

（３）企業の環境政策とＩＳＯ14000

①ISOl4000の経緯と仕組み

1992年の国連環境開発会議に先駆けて1991年に

|)ＭＩＩ'1された「持続可能な開発のための経済人会議

(BCSD)」において環境パフォーマンスの国際規

格等に関する取り組みの重要性が指摘された？)。

この会議の強い要請を受けて民間の国際組織であ

る国際標準化機構（ISO）の中に環境に関する戦

略／諮問グループが設置され，その後このグルー

プは「環境管理」専門委員会へと発展，1996年に

初めて環境マネジメントシステム規格及び環境監

査規格に関する５規格が発行された。翌年発行さ

れたライフサイクルアセスメントに関する規格を

含め，現在では６規格となっている…。

ISOl4000とは環境に関する規格の総称で，環

境マネジメントシステムに関する規格，環境監査

に関する規格，環境ラベルに関する規格，環境パ

フォーマンスに関する規格，ライフサイクルアセ

スメントに関する規格，及び用語と定義に関する

規格，を含んでいる)。その中で最も重要とされ

ているISO14001を例にとってその仕組みを述べ

ておこう（以下，萩原睦幸9)による)。

ISOl4001において環境マネジメントシステム
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3２企業の環境投資行動：評判効果を軸として

与える認証の「資産」効果である。これによって，

顧客や消費者や投資家は，企業がどの程度環境問

題に力を入れているか，を自らコストと時間をか

けずに信頼できる評価を入手することが可能にな

るのである。

加えて，この認証は－度収得すれば永遠に認め

られるものではなく，定期的な審査を受けなけれ

ば継続することが出来ない。その意味で，企業と

してはhit-and-runをし難い状況に自らを追い込

むことになる。いいかえれば，認証取り消しのコ

ストが非常に大きい，ということである。既に述

べたように，日本企業が最も認証収得数で多い，

ということが，このことを裏付けていると見られ

よう。従って，例え当初は小規模な取り組みで始

まったとしても，この過程が累積した長期的効果

は相当大きなものになっていくはずである。

こうして，ISO14001の認証取得は，企業にとっ

ても「評判」や「名声」という有力な「資産」を

取得する有効な手段となるのである。

に求められる事項は以下の通りである。

環境方針：企業はまず環境に対する自らの方

針を明確にすることを求められる。

計画：環境と相互に影響し得る活動・製

品の明確化法的規制や業界規範

等の整備，具体的目標の設定，そ

の達成のための組織と手段・手順・

責任等の規定

実施・運用：管理責任者の規定，全従業員に対

する意識の徹底，内外のコミュニ

ケーションの手段，維持管理体制

の文書化，保管管理方法の明確化

適用分野の明確化，緊急事態の対

応手順

点検・是正措置：パフォーマンスの測定，不適

合の是正，環境記録の保管，定期

的監査

この仕組みを備えてISO14001の審査に合格し

た企業は，この仕組みを維持・発展していくこと

が必然的に要求される。認証の取得は１回だけで

はなく，将来にわたって改善努力が続けられなけ

れば認定を取り消されるからである。
２．企業経営と環境投資のモデル

（１）評判の効果

ここでは，企業の「評判（reputation)」がど

のような影響を持ち得るかを考える。比較的多く

論じられているのは，ゲームの理論における企業

の行動パターンの整合性ないし一貫性に関する評

判，である（これについては例えば，DFudenberg

＆JTirolelMを参照)。他方，企業の供給する

製品の質に関する評判についての議論がある。以

下で検討するのはこの質に関する評判のモデルで

ある。

企業の供給する製品の質と価格の関係について

のＢ,Klein＆Ｋ､Ｂ,Lefflerl2)，CShapirol31，Ｆ、

Allen1m等の議論によれば，競争的市場において

企業が（コストの高い）高品質の製品を供給しつ

づけるインセンティヴを持つためには，高品質製

品供給に対する高い報酬と低品質製品供給に対す

る罰とが必要である。低品質製品の供給は一時的

に企業の利潤を増大させるが，それ以降の需要が

ゼロとなる罰が待ちうけている。他方高品質製品

の供給に対しては一定のプレミアムが消費者から

②企業の対応とISO14000の本質的含意

ISO14001が発表されて以来各国企業は積極的

にこの規格の取得に力を入れている。1998年３月

末現在の国別認証取得数では，第一位が日本

(861)，次いでイギリス（650)，ドイツ（500)，

オランダ（230)，韓国（200)，台湾（195)，スイ

ス（194)，スウェーデン（191)，となっている９１・

日本の場合の業種別収得数は，電気機械（53％)，

一般機械（12％)，化学工業（７％)，精密機械

（７％)，輸送機械（４％)，となっている。圧倒

的に製造業が多く，サービス業派わずかに２％に

とどまっている'１。

ＩＳＯ自身も認証取得によって環境マネジメン

トシステムが構築されるメリットとして，環境の

予防手段が優先される，法規を遵守し継続的改善

を目指すことを社会にアピールできる，それによ

る競走上の優位性や経済的利益が得られる，等を

あげている'0'・本稿の議論との関連でいうと，ISO

l4000シリーズの最も重要なポイントは，第一に

国際的に信用度の高い機関が企業や組織に対して
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支払われることによって将来の利潤機会を確保す

るという報酬が与えられる。品質を環境汚染物質

排出量と読み替えることによって，企業が持続的

に環境負荷の少ない製品を供給できるための条件

を得る事が出来る。

企業の総費用をＴＣ(y,ｋ,ｅ－Ｃハ時間選好率な

いし利子率をｒ，当該企業の受け取る価格をＰと

する。ただし，ｙは活動規模，ｋは環境投資，ｅ

は汚染物質排出比ｅは汚染物質排出基準値であ

る。多期間にわたる企業活動を想定して，ＩＳＯ

規格の認定企業となって環境汚染物質排出量ｅを

@以下に抑制しつづけることから得られる将来利

益の割引価値が，ＩＳＯ規格の認定企業とならず

に社会的に要請される最低基準６を満たすだけの

活動から得られる割引期待利益の大きさを上回る

ためには次の条件が成立する必要がある。

（py-TC(y,k,e-e)}／r≧{py-TC(y,k’0))／(l＋】･）

（１） 

左辺は排出鑓に関する最低基準６を上|回|る成果

ｅ（＜ｃ）を実現し続ける場合の将来収益の割引価

値であり，右辺は最低基準６のみを達成した場合

の割引価値である。ここでは，最低基準しか満た

さない企業は一期目に利益を上げられても，二期

目以降将来の需要が失われる，と想定されている。

企業の負担する平均費用をＡＣ(y,ｋ,ｅ－Ｃ）と

して（１）式を整理すると（２）が得られる。

ｐ≧ｐＭ１ｌ＝ＡＣ(y,ｋ,e－６)＋r{ＡＣ(y,ｋｅ－ｅ） 

－ＡＣ(y,ｋ’0)）（２） 

この右辺は，CShapiroにおける“NoMilking

Condition”であり，Ｆ､Allenが“MoralHazard

Curve”と呼んでいるもので，高品質製品を供給

する際その平均饗用の変化に見合って時間選好率

ｒだけの収益が得られる価格が設定されなければ

高品質製品を供給するインセンティヴがないこと

を示している。この右辺第二項が供給サイドから

見た最低限必要な価格プレミアムということに

なる。

企業がISO14000規格の認定を受けるというこ

とは，企業がそれ以降企業にとって股低規制値

§を守るだけというのではなく，自主的に環境対

策努力を持続させていく，という意思表明でもあ

る。そのことによって，規格認定企業の環境努力

(le-el）に対するいわば「企業の質」が評価ざ

れ，社会的な「評判」を形成することになるので

ある。

ここでの消YH者の「評判」は，ＩＳＯ14000規格

の認定企業の製品を購入し，非認定企業からは購

入しない，という形で表わすこともできるが，消

費者ないしユーザーは，企業が高品質の製品を供

給している（すなわちISOl4000規格について認

証を得ている）という事実を確認することを通じ

て，そうでない企業に比較してより多くのプレミ

アムを支払う意思がある，と考えることも自然で

ある。事実，Ｓ・Landｏｎ＆ＯＢＳｍｉｔｈｌ５１はワイ

ンに関して「評判」が高い市場価格をもたらして

いることを確認している。すなわち，企業にとっ

ての必要プレミアムが（２）式で示されるのに対

して，消翻者の支払う価格ｐは「評判」に由来

するプレミアムを含め，企業の質の函数として次

のように表現できる，ということである。

ｐ＝p(e-e）ｐｅ＝ａｐ／ａｅ＜０（３） 

ただし，CShapiroにおいては企業にとって

の必要条件としてｐ＝pM閲が成立するとされ，

F・Allenの場合はｐは競争市場における価格とし

て当該企業にとっては所与とされている。いずれ

も，価格ｐは需要側の意思とは無関係である注2)。

これに対して，本稿においては，（２）式の左辺

は，消劉者あるいはユーザーが，認定された当該

企業の質（ISO14000規格取得の認定）に対して

どれだけのプレミアムを支払う用意があるか，を

表す需要側の意思を表していると考える。このよ

うな消費者の対応を以下では「評判」による効果

と名づけよう。

（２）活動規模ｙの決定

企業は自社の製品の供給に対して以下で定義さ

れる利潤Ⅱの最大化を図るものとする。

Ⅱ＝ｐｙ－ＴＣ(y,ｋ,e－６）（４） 

これまでと同様，ｐは価格，ｙは当該企業の生

産量，ｋは環境投資額，ｅは事業活動によって生

じる環境汚染物質排出量，§は社会的に見て必要

な汚染物質排出量上限をあらわす。ＴＣは総費用

関数で，生産費用Ｃ(y,ｋ)の他に企業が社会的責

任として負担する費用Ｌ(e－６）より構成される

ものとしよう'郷'。
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3４企業の環境投資行動：評判効果を軸として

の逓増的函数と仮定するｍｆｓ１ｏ

Ｌ－ａＬ／ａｅ＞０，Ｌ礫＝ａＬｅ／ａｅ＞0（９）

以上を前提として，企業の最適行動を述べてい

こう。競初は活動規模ｙに関する利潤最大化条

件である。

ＩＩｙ＝ａⅡ／ａｙ＝ｐ（l＋’7)一Cy-(LJg＝０（10）
（10）式は通常の限界収入と限界費用の均等式

である。異なるのは企業が（主観的に）内部化し

た（社会的）限界費用Ｌ・が付加されていること

と，ヮ（＝(e－６／p)(｡p／de)＞O）が価格の汚染
物質排出麓削減弾力性として企業に対する「評判」

効果を表している点である。これによって，価格

ｐと環境投資ｋに対して最適な活動規模ｙを決

めることが出来る。

最適条件を示す（１０）式を次のように変形し

よう。

ｐ(e-e)＝ＭＣ(y,ｋ,e－６)／(l＋７） 

＝(Ｑ＋(LJg)／(1＋ヮ）（１１）
従って，最適条件は，修正された限界費用ＭＣ

(y,ｋ,ｅ－ｅ)／(1＋ワ）が価格ｐ(e－６）に等しく
なることと同値である。価格ｐはｅ＝eで「評判」

効果が生じなければ競争的価格ｐｃ＝Ｐ(0）で一定

となり，企業間競争の結果は利潤０の状態，すな

わちＡＣ(y,ｋ,ｅ－６)＝ＭＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ）に落ち着

くと予想される。しかしながら，ｅ＜６となって

｢評判」効果が発生するとｐはｙに関する逓減的

な減少函数となり，汚染物質排出量ｅの低下に伴っ

て上方にシフトする。また，ワの上昇が人々の生

産活動に対する目を厳しくさせ，ｙの上昇に対す

る価格ｐの逓減度を高める。他方，限界費用は，

基本的にｙの増加函数であるが，ｅの削減にとも

ない下方にシフトする（注６）参照)。また，ワ
の上昇は汚染物質排出量の削減をより高く評価す

るので，修正された限界費用曲線を下方にシフト

させる効果をもたらす。

ただし，（１０）式における価格ｐ＝Ｐ(e－６）は

同時に（２）の右辺であるpMIlを上回っていなけ

ればならない。ｐMIIのｙに関する傾きを求めよう。

apMl,／ａｙ＝[(ＭＣ(y,ｋ,e-C)－pMH） 

＋r{ＭＣ(y,ｋ,ｅ－９ 

－ＭＣ（y,ｋ,O)}]／y＜Ｏ 

ｉｆＭＣ(y,ｋ,e－６)＝ａＴＣ（y,ｋ,e-C)／ａｙ＜pMI， 

（12)注?）

ＴＣ(y,ｋ,e-e)＝Ｃ(y,ｋ)＋Ｌ(e-e)ｅ（５） 

Ｃ(y,ｋ）は通常の生産費用で，企業の事業規模

ｙのみならず，環境投資ｋに次のような形で依存

していると仮定する。

ｃｙ＝ａｃ／ａｙ＞０，cyy＝ａｃｙ／ａｙ＞０， 

Ｃｋ＝ａＣ／ａｋ＞０，Ckk＝ａＣｋ／ａｋ＞０， 

Cvk＝ａＣｙ／ａｋ＜０，Cky＝ａＣｋ／ａｙ＜０（６） 

従って生産費用関数については，まずｙとｋ

それぞれについて費用逓増が仮定されている。

Cykに関する条件は，ｙの限界費用がｋという環

境投資によって低下することをあらわしている。

これは，環境投資を行った結果，汚染負荷の少な

い新製法や学習効果の発生によって，より限界費

用の低い技術へと移行していく可能性を考慮した

ものである。Ckyの符号については明確な論拠は

ないが，Cykとの対称性を考慮した。

価格に関する「評判」効果は既に（３）式で定

式化されている。ここでは，具体例を通じて論じ

たように環境投資が「評判｣，あるいは「名声｣，

という「資産」を形成すると考えるのである。環

境投資の増加が当該企業の製品に対する需要価格

を引き上げる効果を持つという事は，特定の「第

三者」が「確実」に「当該企業が環境投資を実行

している」と保証してくれる「評判」あるいは

｢(企業の）品質」が，消費者やユーザーに当該製

品に対して何がしかのプレミアム（qualitypre‐

ｍｉｕｍ）を支払っても良いと考えさせる，という

事である雄扣。

ここで，「評判」や「品質」を保証する「第三

者」が需要者にとって客観的で公平な判断をする

という信頼を得ていることが重要である。なぜ

なら，それなくして需要者側の行動に影響を与え

る事は出来ないからである。

次に当該企業の環境汚染物質排出篭ｅが，企業

の活動規模と環境投資額の函数として次式のよう

に定まると考えよう。

ｅ＝ｇ(k)ｙ （７） 

ここに，ｇ(k）は生産量単位当り汚染物質排出

物量が環境投資ｋによってどれだけ削減できる

かをあらわしており，次の性質を持つとしよう。

９k＝ａｇ／ａｋ＜０，ｇｋ－ａｇｋ／ａｋ＞０（８） 

最後に企業が社会的排出量規準を超える環境汚

染物質排出量(e-e）に伴う社会的費用Ｌをｅ－ｅ
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限界費用ＭＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ）がｐ１ｎ１を下回ってい

る状態では，ｐMIIはｙの減少函数であり，逆の場

合には減少函数になる保証がない，ということを

示している。その理由は，限界費用がpMIlより小

さい場合には，ｅの低下にともなってｋを所与と

すればｙが減少，それが限界費用の低下をもた

らすからである。

ｅの低下に対してＰＭＨは下方にシフトすること

が容易に分かる。すなわち，汚染物質排出量の低

下は平均費用と必要プレミアムの低下を通じて

pMHの低下を導くからである。

ところで，ｐMHが修正された平均費用ＡＣ(y,ｋ，

e-e)／(1＋ワ）より上方にあるかどうかは一般
に不定であるが，ある条件の下で上方にあること

がわかるi［ｓ１ｏｐＭＩｌが常にＡＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ)／(l＋ワ）
の下方に位置する時，企業の生産規模ｙに関す

る意思決定に際して何の制約も受けない。例えば

図１の状況がこれに対応する。この時

,(｡-`にM:等創
を満たすようにｙ,とｐ１が決まる。これに対して

pM1IがＡＣ(y,ｋ,ｅ－Ｃ)／(1＋ワ）より上方に位置
する場合には次のいずれかの条件が成立している。

ＭＣ(y,ｋ,e-e)＜ＡＣ(y,ｋ,e-e)＜TC(y,ｋ,e－６） 

（13） 

TCk(y,ｋ,e－６)＜ＡＣ(y,ｋ,e-e)＜ＭＣ(y,ｋ,e-e） 

（14） 

この場合には企業の最適な生産規模の実現に制

約がかかることになる。この場合の状況は図２に

示してある。

図１

図２

ｐ 

,ｋ,e） 

ワ

(y,ｋ,e） 

篦ffiZ三：
＋ワ

凶
Ｉ
＄

Ｔ
 

ｍ
Ｐ
ｍ
Ｐ
ｎ
Ｆ
、
Ｐ

(e-e） 

ｐ(0） 

Ｆ１ 

L｣ 

ｙＣｙＢｙ２ｙ１ 
ｙ 

図１の場合には，企業の白主的な選択による最

適な生産規模ｙは，多期間にわたって環境汚染

物質の排出を抑制して，企業の評判と質を維持し

続ける条件（PM,１上方の斜線部領域）を満たして

いる。これに対して，図２では，企業の最適値

ｙＩでは，PMH以下しか保証されず，多期間に渡っ

て企業の評判と質を維持するインセンテイヴに欠

けている。そのためｙ２とＰ２が選ばれる。

ｅ＝§に対応する価格ｐｃ＝ｐ(O)の下では企業は

生産活動ｙ・に従事しない。Ｐ３という高いプレミ

アム付きの価格でなければ生産活動を維持できな

いのである。ｅ＜、において可能なのは図２にお

けるｙ２のように，最適な選択ｙ,よりも小規模の

活動水準にとどまる場合である。ｐMH曲線が更に

P(e-e）より上にある場合にも，生産活動は行わ

れなくなってしまう。ただし，ｅの低下に応じて

PMIIは下方にシフトするので，あるｅの値を境と

して図２の状況が図１の状況へと転換すると考え

られる。その意味で，排出量削減努力は企業の最

適点の選択可能性の余地を拡大させるといえる。ＡＣ(y,ｋ,e） 
＞ｐMII 

1＋ワｐ 

ＭＣ(y,ｋ,e） 

1＋ワ
（３）環境投資ｋの決定pMIl 

活動規模ｙと同様に環境投資ｋに関する最適

化は次の条件で示される。

nｋ＝ａｎ／ａｋ 

＝(pe)(9k)ｙ２－Ｃｋ－(Le)(gIJy 

-VW/k)陰)p-q-(L・)(gjy
＝Ｏ （15） 

ここに，匡臘＝(k／g)(｡g／dk)＜Ｏは単位当り

排出物質の環境投資弾力性である。

ＡＣ(y,ｋ,e） 

}+ワ

＜pＭ１’ 
ｐ(ｅ－Ｃ 

－ｐ(O） 

ｐ’ 

） 

ｐ 

ｙ 
ｙ’ 
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3６企業の環境投資行動：評判効果を軸として

この時企業の環境投資に関する意思決定は何の

制約を受けることなく実現できる。この状況は図

３に示されている。

これとは逆に，ｐMIIが常に修正後のｋの限界費

用の上方に位置するための条件は次の通りである。

TOly,ｋ,e-e)＜ＡＣ(y,ｋ,e-e)＜ＭＣ(y,ｋ,e-e） 

，ｎｄＶ`(念)>k/ｙＵ９）
ここでは，企業の環境投資は多期間に渡って投

資活動を維持できるインセンティヴを持たなくな

る。この時ｅ＝ｅに対応する企業の環境投資はｋ３

と多期間に渡って実現すべき最適な投資水準は

k･を下回ってしまう。同様に，ｅ＜６に対しては

ｋ,の代わりにそれより少ないｋ２が実現すること

になる。もし，pMllの位置が更に上方にあり，ｐ

(e－６）と全く接点を持たないような場合があれ

ば，いかなる評判効果も，企業の環境投資の実行

に向かわせないことになってしまう。この時の状

態は図４に示されている。ただし，ｐMHがｅの低

下と共に下方シフトする，ということを思い起こ

せば，あるｅを境に図４が図３の状況に転換する。

そのため，ここでも企業による汚染物質は移出削

減努力自身が，企業による最適な意思決定を容易

にさせる機能を果たすことになる。

（15）式は，環境投資ｋの限界費用ａＴＣ(y,ｋ，

e-e)／ａｋ(＝TCk(y,ｋ,e-e)＝Ｃｋ＋(Le)(ｇ１Ｊｙ） 

が，排出物質量の削減とそれによって生ずる評判

がもたらす収入拡大効果ｖｗ/k)(六)pに等
しくなることを示している。

ｙの決定の時と同様に，（15）式を次のように

書き換えよう。

ｐ(e一息)=Tq(ｗ－Ｍｖ`Ｍ)(会)）
＝旧十Le(y)gMv｡,Ｍ)(念)）

（16） 

従って，最適な環境投資を求める条件（15）は，

価格ｐを修正されたｋに関する限界費用ＴＱ(y，

k,e－６)(＝ａＴＣ（y,ｋ,e-e)／ａｋ）に等しくす

ることと同値になる。ｅ＝白で評判効果が存在し

ない時の価格ｐｃ＝Ｐ(0）においては競争的価格と

なるが，ｅ＜６となり，評判効果が生じるとｐは

環境投資ｋの逓減的増加函数となる。これに対

して，修正された環境投資の限界費用Ｔｑ(ybk，

．－６)/(ｖｗ/k)(告))はkの逓増的増加函
数と考えられるが艦，'，ｅ＜ｅに伴って下方にシフ

トする注ｌｏｊｏ修正前のｋの限界費用TCk(y,ｋ,e－６）

はｅ＜６に伴って上方にシフトするが，その際ｙ

／ｋの低下が生じるため，修正後の限界費用が下

方に移動するのである。

ここでもｐ(e－６）がPMHより大きいという条

件が満たされなければならない。ｐMIIのｋに関す

る傾きを求めると次の通りである。

apMH／ａｋ＝[ａＴＣ(y,ｋ,e-C)／ａｋ 

＋r{ａＴＣ(y,ｋ,e-e)／ａｋ 

－ａＴＣ(y,ｋ,o)／ａｋ}]／y＞Ｏ 

（17)推肌》

ここでも，生産活動規模の選択の際に述べたよ

うに，ｐMHはｅの低下に応じて下方にシフトする

ことに触れておく必要がある。

問題はｋの増加函数であるｐＭ１１が修正されたｋ

の限界費用の上方あるいは下方のいずれに位置し

ているか，ということである庄腿)。ｐMIIが常に修正

後のｋの限界費用の下方に位置しているための

条件は次の通りである。

TCk(y,ｋ,e)＞ＡＣ(y,ｋ,e)＞ＭＣ(y,ｋ,e） 

．､。Ｗ・信)<k/ｙＵ８）

図３

ヮE臆＜ｋ／ｙ
＞ｐＭｉｌ 

ＴＱ(y,ｋ,e） 

TCKy,ｋ,e） 

ﾜ匡隠(y／k）ｐ
、 －７E震(y／k）

帯一百(e-c）

んMH(e）フ

lrCb(y,k,e） 

il7Gg(y／k） 

しp馴偶(６）／ 
p(O） pｃ 

Ｉ
 

ｋ 

７ＥｇｙｏｋｏワＥＨｙ１ｋ，
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図４

TCk(y,ｋ,e） 
う点である。逆に（14）ないし（19）は企業の最

適な意思決定にとっての大きな制約を課している

ことになる。

＜ｐＭ１１，ヮe畷＞k／ｙ
’7s鵬(y／k）

ｐ 

－e） 
（４）最適な生産活動規模と環境投資ｌ

と

価
Ｐ
ｎ
Ｐ

以上によって，企業によって選び取られる生産

活動規模と環境投資を同時に決定することが出来

る。図５には，企業による最適な生産規模と環境

投資の決定に関して何ら制約がない場合の様子を

示してある。環境汚染物質排出量ｅが削減される

に伴い，生産と投資の修正された限界費用がそれ

ぞれ下方にシフトすることに加えて，評判効果を

表す価格は上方にシフトし，企業にとって排出量

削減のための投資が望ましい状況を作り出してい

く様子がうかがえよう。しかも，既に述べたよう

にｅの低下に伴い多期間に渡って企業の質を維持

しつづけるための必要プレミアムｐMHは次第に低

下していくので，企業の最適点の選択を容易にさ

せる効果を発揮する。

O） ｐで p（ 

ｋ 
ｋｋ忍ｋ・ｋｇｋＩ

興味深いことに，ｐMIIが常に修正後のｋの限界

費用の下方に位置するという条件（18）は，既に

述べた生産規模ｙの決定においてｐＭＨが常に修

正後の平均費用の下方に位置するための条件（13）

と一部の付加的条件を除いて対応している，とい

図５Ｍｋ,ｅの決定

p(ｅ１－ｅ） 

k,ｅＩ） ｙｏ 

＋ ワ

ｐ’ 

－－｢pｏ 

ｋ Ｖ 
kか． kか、 yｃ ｙ】

ﾄｰ■Tｍ 
ｋ「‐

ｋ ｅＩ 
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3８企業の環境投資行動：評判効采を軸として

を表す。

製品市場における部分均衡的な影響を考え

ると，価格および修正された限界費用いずれ

にもシフトは生じない。企業の総費用が，生

産活動規模と環境投資に依存しているため，

環境投資の増加は限界費用のシフトを引き起

こすが，ここでは環境投資の効率改善の効果

を取り上げているのであり，製品市場への直

接的なインパクトは存在しない。

これに対して，環境投資への関わりでの影

響は直接的である。直隠の変化は，価格ｐ(ｅ－

Ｃ）の上方シフトと，その傾きを強めるよう

に作用する。前者の効果は，従来と同じ水準

の環境投資であっても汚染物質排出量削減効

果が高まるので，消費者は従来より高いプレ

ミアムを支払うようになることによる。

一方，修正された環境投資の限界費用は

Ｅ畷の変化（絶対値の上昇）に伴って下方に

シフトする。これらによって，企業の環境投

資は増加することになる。もちろんこうして

増加した環境投資は，製品市場における限界

費用の下方シフトをもたらし，全体として図

５に見られるような均衡を導くことになるの

である。

③汚染物質最低排出規準（６）の強化

政策的な最低排出基準ｅの強化（低下）の

影響は二つの経路で現れる。一つは価格を通

じるものである。本モデルではｐ＝ｐ(e-C)，

すなわち，消費者の支払う価格プレミアムが，

当該企業にとって外生的に定められる最低排

出基準と実際に実現される排出量との差に依

存すると考えている。換言すれば，企業がｅ

の排出量にとどまる限り，評判効果を獲得で

きないようになっている。もう一つは企業の

負担する社会的費用Ｌを通じるものである。

企業の社会的費用負担は，社会的に与えられ

た蟻低排出量基準を上回る汚染物質排出量

（e-e）の函数であり，社会的な最低基準と

の相対的な関係に依存して決まる。

従って製品市場においては，ｅの低下は，

価格ｐの低下と，その傾きを緩くする。ま

た，限界費用に対しては上方へのシフトをも

たらす。これにより，価格水準の低下と限界

以下で，幾つかのパラメーターの変化がどのよ

うな効果をもたらすかを検討する。

①評判効果（ヮ）の上昇

ワは，企業の製品に対して支払われる価格
が，汚染物質排出量ｅの低下に対してどのよ

うに反応するか，を表す弾力性である。当該

企業によるｅの低下が何らかの砂情報チャンネ

ルを通じて消費者に伝えられると，消費者は

それに基づいて当該企業に対する「評判」を

形成し，より多くのプレミアムを支払う用意

を備える。

製品市場においては，ワの絶対値が高まる

と同一のｅに対してｐ(e-e）自身が上方に

シフトするばかりでなく，その傾きが強まる。

前者は，図ｌ・図２．図５で見るように企業

の限界費用の低下と同一の効果を生み11}すが，

後者は，消費者が，それまでと同一の生産活

動水準ｙに対してより少ないプレミアムし

か支払わないようになることを意味し，いわ

ば消費者が企業活動に対してより批判的にな

ることを意味している。そのため，当該企業

は修正された限界費用の低下という恩恵を受

けながら，生産活動水準を低下させるように

行動する。

他方，環境投資に関しては，７の上昇は同

一のｅに対してｐ(e－６）の水準を上昇させ

るのに加えて，その傾きを強める。これは，

消費者が同じｅに対してもこれまで以上に積

極的な評価を与えるばか})でなく，環境投資

の増加に対してさらに高い評価を与えるよう

になるためである。前者の効果は図３．図４．

図５に見られるように，企業にとっては環境

投資の（修正された）限界費用を下方に引き

下げるのと同一の効果をもたらす。

以上の結果，ワの上昇は製品市場における
生産活動の抑制と，環境投資の促進が生じ，

汚染物質排出量は当然削減されることになる。

②汚染物質排出量の環境投資弾力性（ｇｇ）の

上昇

ど卿は，環境投資の増加が生産活動単位当

り排出原単位をどれだけ引き下げるかを示し

ている。このパラメーターの絶対値の上昇は

環境投資の排出量削減効果がより強まること
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費用の上昇が企業の生産活動規模の縮小をも

たらす作用をするが，評判効果を含む価格の

傾きが緩やかになるため，その効果が－部

相殺される。全体として生産活動規模は縮小

する。

ただし，今の場合PMHが条件に応じてシフ

トする可能性がある。ＰＭｌｉが修正された生産

の限界費用および環境投資の修正後の限界費

用の下方に位置するための条件，すなわち

（１３）および（18)，を満たしている場合には，

最低排出量規準の強化が行われることによっ

てＰＭ１１は低下する。逆に，条件（14）及び

（19）が成立している時には上昇することに

なる。

以上により，製品市場では，当初の排出基

準においてＰＭ１Ｉがｙ及びｋの限界費用より

下に位置している場合には，企業にとって規

準強化は制約の強化につながらないことにな

る。それは，排出量の削減が平均費用を低下

きせ蒜8１，必要プレミアムが少なくてすむよ

うになるからである。

逆に，当初の規準においてＰM1,が修正され

たｙ及びｋの限界費用より上方に位置して

いる場合には，規準強化はＰＭＩ１の上方シフト

をもたらし，一層企業にとって強い制約へと

転化し，企業の最適な意思決定は一段と困難

な状況に陥る。従って，§の強化は状況に応

じて使い分けられる必要があるといえる。

一方環境投資に関しては，白の強化はｋの

限界費用を引き下げる作用を持ち，環境投資

を促進させるよう機能する。

④時間選好率ないし利子率（r）の減少

ｒの変化は本モデルにおいてはPMHのみに

影響を与える。当初ＰＭＨがｙ及びｋの限界

費用の常に下方に位置しており，条件（13）

および（18）が成立している場合には，ｒの

減少はＰＭ閲の低下をもたらす。これは，排出

量削減に伴う平均費用増加による必要プレミ

アムを回収するには，ｒが低下して長期的視

野で行動するようになれば，ＰＭＭは低くても

差し支えないことを示している。企業にとっ

ての最適な意思決定は将来に渡って容易に

なる。

逆に条件（14）及び（19）が当初成立して

いる場合には，ｒの減少はPMI,の上昇を招く。

この時，排出最削減は平均費用の低下をもた

らすので，短期的視野（ｒの上昇）で行動し

てもｐＭｌ１を低位に抑えておくことが出来るこ

とを示している。

⑤環境投資による生産の限界費用削減効果

（０k＜0）の効果

本モデルでは，環境投盗によって新たな製

品や技術が登場するという事実を踏まえて，

生産の限界費用が環境投資と共に低下すると

仮定した（Cyk＜0)。この仮定が，企業の最

適な生産活動規模と環境投資の決定にどのよ

うな役割を果たしているかを見ておこう。

限界費用ＭＣ(ｙ,ｋ,ｅ)＝ａＴＣ（y,ｋ,ｅ)／

ａｙに及ぼすｋの効果としては２つの経路が

ある。一つは，ｋの増加が生産費用Ｃに直

接与える影響であり，もう一つは，ｋの増加

がｅに影響を与え企業にとっての社会的費用

負担Ｌを通して現れる経路である。環境投

資によって限界費用ＭＣ(ｙ,ｋ,e）が増加す

るかどうかは，これら両者の効果に依存して

いる。

ａＭＣ(y,ｋ,e)／ａｋ＝０k＋(Le＋Lee｡y)9ｋ 

（20） 

右辺第二項の環境投資が社会的費用負担を

軽減することによって生じる費用節約は当然

限界費用を低下させる。その効果が非常に小

さければ，cykが正であることによって限界

費用を増加させる可能性が出てくる。その場

合には，修正されたｙ及びｋの限界劉用と

ＰＭｌｌとの位置関係に関する条件が逆転する。

その結果，これまでのモデルにおいて企業

が自主的に最適点を選択していた状況が逆転

して，最適点を選べなくなってしまうことに

なる。

しかしながら，例え小さくてもＣ,k＜０で

あるならば，限界費用は環境投資によって低

下することが明らかである。企業が社会的責

任を考慮して行動する，ということを前提と

する限り,０k<0をなる状況を作り出すこ

との重要性を示唆しているものと考えられる。

⑥社会的費用の負担（Ｌ(e)）の効果
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4０企業の環境投資行動：評判効采を軸として

一つは，企業にとって環境問題に積極的に取り

組むことは「企業の質」に対する「評判」を形成

する，ということである。「評判」は当該企業に

とっては一つの「資産」であり，それからの収益

が期待できるのである。消費者はユーザーは，企

業が国際規格ISOl4000の認定を受けていると分

かれば，積極的に取引関係を結びあるいは支払価

格にプレミアムをつけることを厭わない。企業は

それを期待して投資を実行していると考えられる

のである。

もう一つは環境問題への投資活動が，新たな技

術の取得や新製品の開発につながる，ということ

である。多くの企業が積極的に環境投資を実行し

ないのは，それを行っても期待できる収益がない，

と見ているためである。しかしながら，実証的に

明らかにされたことは，この環境投資が企業の利

潤や技術に悪影響を及ぼしていないばかりでなく，

数多くの新製品を市場に送る契機となっている，

ということである。この効果は，生産活動に関す

る限界費用削減効果と捉え直すことが可能である。

これら二つの効果を考慮した本稿のモデルから，

企業の自主的な選択に任せながら，どのような政

策が好ましい結果をもたらすか，を導くことが出

来る。

それらを逐次書き出せば，人々の汚染物質量削

減努力に対する評判効果の上昇（|ワ|の上昇)，効
率の高い汚染物質排出削減技術の導入（ｌＥｇｌの

上昇)，汚染物質削減による平均費用低下（ａＡＣ

(y,ｋ,e)／ａｅ＞0）と高いｒの組み合わせ，汚染

物質削減による平均費用増加（ａＡＣ(y,ｋ,e)／

ａｅ＜0）と低いｒの組み合わせ，環境投資による

生産の限界費用が逓減する技術の導入（Cyk＜O)，

企業の考慮する社会的責任に基づく費用負担の

上昇（ａＬ／ａｅ＞＞0)，ということになる。つ

いでながら，本稿のモデルに際していえば，最低

排出基準の変更という政策は消費者によって支払

われる価格プレミアムを低下させ，企業から見た

必要プレミアムを考慮して状況に応じた使い分け

が必要となり，どちらかといえば難しい手段とい

える。

これらが全て実現されることが望ましいことは

言うまでもない。しかしながら，それらのおのお

のの実現や導入にはやはり社会的なコストがかか

企業が仕会的責任を考慮しない，というの

は言い過ぎであろう。従って，どの企業も本

モデルにおけるＬ函数を意識していること

は間違いない。問題はその程度，ということ

になる。しかしながら，ここではＬ函数自

身の存在がどういう意味を持つかを見るため，

それが存在しない場合とを対比して考えよう。

Ｌは総費用の中だけに登場する。もし企業

が全く社会的責任を考慮しなければ,企業の

総費用は生産費用のみからなる。総費用は当

然低下し，ｙの限界費用も低下するので，企

業の鍛適生産活動規模は上昇することになる。

環境投資ｋの観点から見ると，投資のイン

センテイヴはｙの限界費用低減効果のみに

とどまる。そのため，環境投資も低下し，結

果としての排出量は増加してしまう。

このような事態を回避するためには，直接規制，

課税措置，あるいは排出権市場などの新たな手段

を導入する必要が出てくる。その場合，もしＬ

函数が線形であれば，規制・課税・排主権価格を

導入した場合の結論と同じ結果が得られることは

ほぼ自明である。

しかしながら，重要なことは企業白身が十分な

社会的意識を持って行動するならば，これらの追

加的手段を必要とせずに，本来の目的を実現する

ことも不可能ではない，という事である。この

意味で，企業がいかに自分にとってＬ函数を大

きなものと認識できるかが重要となってくるので

ある。

3．企業活動と環境問題との接点

以上見てきたように本稿では企業が自ら自主的

に環境負荷削減活動を進めていく可能性を検討し

た。多くの企業が環境問題を自らにとっての社会

的責任として，いわば受け身的に対応しているこ

とは事実であるが，他方で，自ら積極的にこの問

題に取り組み，政府の規制を上回る実繍を上げて

いる企業グループが存在することも事実である。

また，近年，国際的な環境規格であるISOl4000

の認定を受けようとする企業の数が激増している。

これらの現象が何を意味するのであろうか。そこ

には二つの重要な動機が隠されている。
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ることも考慮する必要がある。特に，排出物削減

技術や平均費用・限界費用削減的環境技術，の導

入などは企業にとって利用可能な技術情報が十分

に存在していなければならない。この面で政府と

企業が協力し合える部分があることは間違いない。

しかしながら，ここで興味のあるのは，人々の

行動に関する政策である。人々が「企業の質」に

関心を抱き，ISO14000などの規格認定を「環境

問題に対する当該企業の取り組み姿勢」として評

IiIL，その見返りである「評判」効果を強く発揮

できるようになれば，企業はそれを期待すべき資

産として積極的に形成しようと努力することにな

るのである。

この効果が充分有効に機能するかどうかは，ユー

ザー・消費者・政府など需要側の行動に依存する。

消費者・顧客・投資家等が企業の実行する環境活

動に注目をし，企業の評価を確立してプレミアム

を支払おうとする意志が継続的に行われなくては

ならない。日本自動車工業会の調査'釦`'に見るよ

うに，新車のユーザーで「多少高くても排ガスの

少ない車を選ぶ」との設問に対して約25％が「あ

てはまる｣，約50％が「ほぼあてはまる」と回答

をしている。この割合は決して高いとはいえない

かもしれないが，こうした消費者の態度が根づく

可能性を示唆している。

このような意味でもISO14001は，企業の環境

活動に対する評価を確定する上で重要な役割を果

たすものと見るべきであろう。企業にとっては，

十分な評判効果が確立されることによって，競争

的市場環境から抜け出して，他のライバルと異な

る独自の市場を自らのものとし得る機会が開ける

ことにもなるのである。

ただし，本稿のモデルでは上記の政策的措置の

中で，何がより望ましいかについての検討を加え

ておらず，この点は今後の課題であるｊｌｊｌ１。また，

本稿で仮定した「評判」効果が環境問題に関して

存在するかどうかの実証的な確認も未検討のまま

であるが，今後の課題としたい。

最後に，政策という視点から見ると，市場に参

加している企業や消費者・投資家に適切な情報を

提供して各主体の行動を誘導すること，新しい技

術についての情報を的確に把握し企業が環境問題

に強制を伴わず適切に対応できる様な場を設定す

ること，等の間接的環境政策が今後重要性を増し

てくるように思われる。

（本稿のうち，１は柳沼（17）

てほぼそのまま使用している。

に改訂した｡）

に若干の修正をし

それ以外は全面的

注

注１）Ｋ､Ｊ・Ａｒrow`）は「信頼（royalty，trust）

は市場で購入できないけれども，一度それを入

手すれば，取引を非常に効率的に進めることが

出来る」と述べている。企業は環境投資によっ

て「信頼」という「資産」を築き上げることに

なるのである。

注２）OShapirol:Mは|ﾘ]砿にこの点を指摘している。

iij:３）ｎＦ・Spulber161では費用関数が生産水準ｑと

ｅの函数と想定され，これらについて鹸適化が行

われている。ｎＦ・Spulberのモデルでは，企業

は費用の最小化をもたらす排出fiteを実現する

ように環境投資を実施すると暗黙I！Mに想定され

ている。また，汚染の社会的費用の負担につい

ても費用関数の'１Ｊに含まれてしまい，環境投資

の効果と排出靴による効果とを分離することが

出来ていない。本稿では企業の環境投資行動を

｜ﾘ]示的に取り」きげ，排出に伴う効来（社会的費

用）と環境投溢に伴う効果（費用１１４数へのイン

パクト）を分けて論じるようにした。

注４）評判が価格ﾘ|き上げ効果を持つという理論的

な而については，CShapiro（13)，及びＦ・Allen

（14）を参照のこと。また，評判のIil1i格に対する

効果の実証的分Wfについては，例えばSLandon，

ＯＥＳｍｉｔｈ（15）を参照。

ilH5）Ｌ函数が線形の場合には。、Ｆ・Spulberのモ

デルにおける排出最単位当りの税金．ないしは

排出量規制に関わる帰属価格，とみなすことが

可能である。従って，企業が（主観的）社会饗

１１１を考慮するということは，規制当局が課税措

慨を取る，あるいは量的規制を適用する場合と

同様の効果を生み出すことを意味している。も

ちろん，このことが，企業が評価する社会費用

と規制の帰属価格あるいは単位当り税率が等し

くなる，ということとは異なる。
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4２企業の環境投資行動：評判効果を軸として

－r(ＡＣ(y,ｋ,e-e)－ＡＣ(y,ｋ'0))＞Ｏ 

ｉｆＭＣ(y,ｋ,ｅ－６)＜ＡＣ(y,ｋ,e-e） 

＜TCk(y,ｋ,ｅ－ｅ） 

以｣この場合はいずれもｐＭＩＩはＡＣ／Ｃ宅よ

り上にある。但し,上記以外の場合には，不

確実である。

注９）修正されたｋの限界費用がｋの墹加函数であ

ることは次のように確認出来る。

ａ[Tq(y,k,.-`)/(,｡属(y/k)(念)]/ａｋ
＝[Ck＋(Le)(y)9k＋０k＋(Le)(y)9kｋ 

＋(Lee)(y訓(g汕仲｣，/k)(念)ｉ
－ＴＣＫｙ,ｋ,e-e)(－９)／(ヮｇｇ）＞Ｏ

注10）修正されたｋの限界磯用がｅの変化によって

どうシフトするかを見るために次式の符号を調

べよう。

ａ[TQ(y,k,．-シ{v“(y/k)(会))]/a．
＝(ａｙ／ａｅ)(ａ(･)／ａｙ） 

＋(ａｋ／ａｅ)（ａ（･)／ａｋ） 

＝[ＴＱ／(ヮ（ＥＪ２(9)(y)(y／k)}](１－ｅ『）

＋[l/{ﾜﾋﾞ化)(y/k)(念))][TCけTC“
／{Ｅ底(y／k)}]＞Ｏ

すなわち，ｅ＜６に伴い修正されたｋの限界費

用は下方にシフトすることが分かる。ただし，

修正前の限界費用はe＜ｅにより上方にシフト

する。

注11）ａｐＭＩ,／ａｋ＝[ａＴＣ(y,ｋ,e-e)／ａｋ＋r(ａＴＣ

（y,ｋ,ｅ－６)／ａｋ－ａＴＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ)／ａｋＨ／ｙ 

の符号を見るには，｛）内の値の符号を調べる必

要がある。そのため，ＴＱ＝ａＴＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ)／

ａｋとおき，ａＴＱ(y,ｋ,ｅ－Ｃ)／ａｅの符号を見

よう。

ａＴｑ(y,ｋ,e-e)／ａｅ 

＝(ａｙ／ａｅ)（ａＴＣｋ(y,ｋ,e-e)／ａｙ） 

＋(ａｋ／ａｅ)（aTCKy,ｋ,e－６)／ａｋ） 

＝[(Cky＋(Le)9k＋(Lee)(y)(9)9k)＋{1／(Ｅｇ） 

（y／k)）（Ｑｋ＋(Le)(y)9kk＋(Lee)(9)２(gIJ2］ 

＜Ｏ 

これよI〕。ｅ＜６に対してTCk(y,ｋ,ｅ－ｅ)＞ＴＱ

（y,ｋ,eo）がえられる。Ｔｑ＞０は目UUなのでａ

ｐＭＨ／ａｋ＞Ｏとなる。

注12）修正されたｋの限界費用とｐＭＩｌの大小関係を

調べる前に，ＴＣＬ(y,ｋ,ｅ－ｅ)＝ａＴＣ（y,ｋ,ｅ－ｅ）

／ａｋとｐＭＩ１との大小関係を調べよう。

（1＋ワ）の上方に位置するか，下方に位ｌｉｆｔする

[Ｈ１鱗撒…）
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経憐志林第39巻４号2003年１)ｊ４３

TCk(y,ｋ,ｅ－６)－ｐＭ５Ｉ 

＝ＴＱ(y,ｋ,ｅ－ｅ)－[ＡＣ(y,ｋ,ｅ－０） 

＋1.(ＡＣ(y,ｋ,e)－ＡＣ(y,ｋ,０)） 

＝(ＴＱ(y,ｋ,e-e)－ＡＣ(y,ｋ,e-e)｝ 

_r(ＡＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ)－ＡＣ(y,ｋ,O)） 

右辺第二miiの符号は注）によりａＡＣ(y,ｋ,ｅ－

ｅ)／ａｅの符号に依存する。このことから，次式

が成立する。

ＴＱ(y,ｋ,ｅ－ｅ)－pM脇＞Ｏ

ｉｆＴＱ(y,ｋ,e-e)＞ＡＣ(y，ｋ,e-e） 

＞ＭＣ(y,ｋｅ－ｅ)。

TCk(y,ｋｅ－６)－pMII＜Ｏ 

ｉｆＭＣ(y,ｋ,e-e)＞ＡＣ(y,ｋ,ｅ－Ｄ） 

＞ＴＧ(y,ｋ,ｅ－６)。

従って，修正後のｋの|眼界費用とＰＭ１ｌの大小

関係を次のように艦理できる。

，｡(念)<k/，の時
ＴＱ(y上｡－６)/｛v･`(y/k)(念))-p軸，

＞ＴＱ(y,ｋ,ｅ－ｅ)－p剛臘＞Ｏ

ｉｆＴＱ(y,ｋ,e-e)＞ＡＣ(y,ｋ,ｅ－６） 

＞ＭＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ） 

ヮＥ膿＞k／ｙの時

Ｔｑ(…)/Ｉｖ｡(y/k)(吉)１－p‘Ⅷ
＜ＴＣＩ`(y,ｋ,e)－pMl,＜Ｏ 

ｉｆＴｑ(y,ｋ,ｅ－ｅ)＜ＡＣ(y,ｋ,ｅ－ｅ） 

＜ＭＣ(y,ｋ,ｅ－Ｇ） 

“EnvironmentalRegulationandtheCompeti-

tivenessofU.Ｓ・Manufacturing：WhatDoesthe

EvidenceTellUs？”JoumalofEconomicLitera-
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４）Ａ・BJaffe，Ｋ・Palmer，‘EnvironmentalReg‐
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FrocesinAssuringContractualPerformance 
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13）OShapiro，“PremiumsforHighQuality 

ProductsasReturnstoReputaions,,Quarterlv 

Journa］ofEconomicsNovemberl983 

14）Ｆ・Allen，“ReputationandProductQuality0，

RandJournalofEconomicsAutumnl984 

15）Ｓ､Landon，Ｃ､Ｅ・Smith，“QualityExpecta‐

tions，Reputation，ａｎｄPrice”SouthernEco‐ 

nomicJournalJanuaryl998 

16）ＤＦ・Spulber，RegulationandMarketsThe

MITPressl989 

17）柳沼燕「企業の環境投資行1m!)」中央大学経済

学論纂1998年

注13）日本経済新聞1998年９月21ｐ掲救

注14）これまでの議論は，生産活動規模と環境投資

の最適値の決定にかかる分析であり，その結果

が，動学的に安定的か否かについては触れるこ

とがなかった。柳沼（17）はもう少し簡略化さ

れたモデルに基づいて，動学的経路の安定性と

様々な代替的仮定がその性質に与える影響を論

じている。そこでの主たる結論は，Ｑ臆＜＜０，

８.`＜＜０，となる技術，及び費用逓増的でない技

術，への移行は均衡の勤学的性質を逆転させる

可能性がある，ということである。その性質を

維持できるのは「評判」による価格引き上げ効

果である。
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